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世界 1位，2001年以降ではアメリカに次いで世界第 2位の額となっている．一方，国民 1人当たりの
負担額ではノルウェー，ルクセンブルク，デンマークが上位を占め，日本は経済協力開発機構/開発援

















ターゲット 1： 2015年までに，1日 1ドル未満で生活する人々の割合を 1990年の水準の半数に
減少させる． 









ターゲット 5：2015年までに，5歳未満児の死亡率を 1990年の水準に比べて 3分の 2減少させ
る． 
目標5：妊産婦の健康の改善 
ターゲット 6：2015年までに，妊産婦の死亡率を 1990年の水準に比べて 4分の 3減少させる． 
目標6：HIV/エイズ，マラリア及びその他の疾病の蔓延防止 









































 新 旧 
目標 人間開発・基礎社会開発 経済発展・経済開発 
支援組織 民主的地域組織 官僚的・統制的中央組織 
計画 住民による発展的計画 専門家による青写真の作成 
優先事項と実施の決定 住民による民主的な決定 専門家による一方的な決定 
実施形態 参加型・自主的 外部主導型・報酬の支払い 
実施のペース 住民のペースで 予算の実施期間にあわせて 
事業の規模 小規模 大規模 
対象へのアプローチ 包括的 セクター・分野別 
援助機関の役割 自助努力の支援 計画の遂行 
利用する資源 地域の人材と資源 外部の資金，資材と技術者 
技術の使用 適正な地域技術の適用 高度な外部技術の移転 
環境との関係 調和的 制御的 
性差への配慮 高い 低いか，全く無い 
評価 住民により継続的・頻繁 専門家により短期的・一回 



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































率（ここでは路面タイプがアスファルト，表面処理である道路延長 / 全道路延長とする）は 13 %，
規格外道路では 2 %となっている．規格道路，規格外道路を合わせても 95 %が未舗装道路である．日
本では規格道路延長が約 1,187,638 kmで舗装率は 79 %である 27)．フランスやイギリスでは舗装率は約






















アスファルト 表面処理 砂利 土
延長 (km) 1,508 7,163 27,902 27,369 63,942
2 11 44 43
延長 (km) 2,129 0 6,456 125,441 134,035
2 0 5 93
延長 (km) 3,637 7,163 34,367 152,810 197,977



























































め，雨期には部分的に通行不能となるところがある（写真2-7）．通行不能となる範囲がたとえ 10 m で
あっても，そのために，収穫作物を市場へと出荷できず，収入が得られない．またバイヤーが町から
写真2-4 幹線道路の陥没箇所 写真2-3 幹線道路の様子 
写真2-5 主要道路の様子 























































































































































































































































2.5.1 ケニア，マラクェットにおける灌漑水路維持管理の事例 39) 


























































2.5.2 日本，山古志村における手掘トンネルの事例 42) 
新潟県山古志村小松倉には，日本最長の手掘り隧道（トンネル），中山隋道がある（図2-7，写真2-15）．
高さ 1.8 m，幅 1.2 m (掘削当時），全長 922メートルである（図2-8，写真2-16）．このトンネルは昭
和 8年より小松倉の住民が 16年をかけてツルハシで掘り（写真2-17），昭和 24年に貫通させた．以









標高1,000 - 1,300 m
標高900 - 1,050 m
多雨 少雨
灌漑水路 延長12 km
図 2-6 ケリオバレーの断面図と土地利用 39) 







































図 2-8 トンネル断面図 42) 写真 2-16 トンネル内の様子 
写真 2-17 つるはしの跡 
写真 2-15 トンネル坑口（小松倉側） 
（左が中山トンネル，右が中山隧道） 































































































































































































































ここに，T：土のう袋材の引張強度 [kN/m]，B：「土のう」の幅 [m]，H：「土のう」の高さ [m]，L：「土


















































長方向を長さ方向として幅5 cm，長さ40 cmの試験片を採取した．両端10 cmは万能試験機の上下のチ
ャックへのつかみしろとし，つかみ間隔20 cmの試験片を一分間に20 cmのスピードで引張載荷を行っ




による影響を評価する．そのため本実験では，表 3-1 に示される No.1～No.3 の袋材に対して，それ
ぞれ乾燥状態と湿潤状態の供試体を用意し，一方向載荷および繰返し載荷（ある一定荷重まで載荷し













単位 No.1 No.2 No.3
名称 輸入土のう（中国産） 砂糖用 コーヒー豆袋
素材 ポリエチレン ポリエチレン サイザル麻
サイズ m 0.60 × 0.48 0.63 × 0.46 0.92 × 0.74
重量 ｇ/袋 46.0 52.2 1190.2
単位重量 ｇ/m2 79.9 90.8 874.0




対象車両は開発途上国の農村部での施工対象となる道路の交通事情から 2 t車とする. 
2 t車の最大積載時の輪荷重を下記式(2)より求める．積載荷重の前輪，後輪への振分率は 1：4とし
た．これは道路橋設計時に作用させる自動車荷重（T荷重）の考え方を参照している 49) ．このように












P +=   (2) 
 




q =  (4) 
  
ここで， P：輪荷重 [kN]，WS：軸重量 [kN]，WC：積載重量 [kN]，a：接地半径 [m] ，q：タイヤ
の接地圧 [kN/m2]とする． 
2 tダンプの軸荷重はWS = 13.2 kN，積載重量はWC = 20.0 kNとして算出した．これは実際の 2t車（車
名：マツダ，型式：KC - WG6AD）の車検証に記載のデータに基づいている．このとき接地半径は a = 































PS  = q × B × L  (5) 
 













「土のう」形状は，B = 0.4 m，L = 0.4 mの四角形と近似する（図 3-4）．式(5)より，PS = 40.8 kNと


































図 3-4 「土のう」に作用する荷重 
（引張荷重算定時） 
図3-3 輪荷重作用状況 
(a) 側面図 (b) 平面図 
タイヤ 
土のう 




























 (2) 繰返し引張載荷時の特性 





No.1の袋材は繰返し時，残留ひずみが5.0 %から8.0 %へと推移した．推移幅は3.0 %である．再載荷
時の勾配はほぼ一定であり，剛性の低下は見られない．繰返し後の袋材の引張強度は8.0 kN/mと一方
向載荷時の引張強度（6.0 kN/m）よりやや大きくなった．  
























































































































図 3-9  タイヤ通過位置による「土のう」の変形の違い 








度調整された6号砕石（φ = 44°）44)を利用している．  
(2) 供試体用「土のう」 
日本で一般に用いられる土のう袋のサイズは 480 mm×600 mmである（表 3-1参照）．これに中詰
材 0.016 m3を詰め，ある一定の位置で口部を固定し締固めると，「土のう」のサイズは 400 mm×400 mm
×100 mmとなる．しかし，本実験で利用する万能試験機の載荷板はφ 160 mmの円形である．そこ
で，供試体に均一に荷重をかけるために，1/2 サイズの「土のう」に対して圧縮試験を行った．試験
用土のう袋のサイズは 240 mm×300 mmとし，これに中詰材 0.002 m3を詰め鉄板で叩いて締固め，「土








a) 全面載荷：供試体と載荷板の間に鉄板（250 mm×250 mm×5 mm）を介して「土のう」の上面
全面に載荷 
b) 中央部分載荷：タイヤ幅を想定した幅100 mmの鉄板を介して「土のう」中央部に載荷 





















































































































































































































































































































































































図 3-19に実験概要図を示す．走行ヤードは幅3.0 m，延長5.0 m である． 3.4の圧縮試験結果より



















図 3-19  実験概要図 図 3-20  締固め方法 
(a) プレート 
コンパクター 
(b) 木槌 (c) 踏固 
写真 3-1  路面沈下量計測状況 
沈下量 
計測箇所 





































































































































































































現地の雨季に通行不能となるような軟弱地盤を想定し，幅3.0 m，延長5.0 mの範囲で深さ方向に0.5 m，
粘性土で置換した実験ヤードを作成した．この粘性土の液性限界時の含水比は75.0 %，塑性限界は
25.0 %である．実験前の粘性土地盤表面の含水比は40.0～42.0 %であった． 
トラフィカビリティーを確認するため，ポータブルコーン貫入試験を実施し，地盤のコーン貫入抵





中詰材には先の舗装上走行実験で用いたものと同様のまさ土，川砂利，砕石の3 種類である．  








図 3-24に20 回走行後の道路横断方向の路面沈下量を示す．中詰材の種類に係わらずタイヤ通過箇 



















































について，轍深さを隆起部最高点と最沈下点（中詰材がまさ土の場合では図 3-24中b 点とa 点）の高
低差として，走行回数との関係を図 3-25に示す．  
これより，まさ土では20 回走行以降に，川砂利では80回走行時に轍深さが約150 mmとなり走行不
能となった． 





粘性土地盤は最沈下点で45 mmの沈下量，隆起部の最高点で55 mm の隆起量となり，100 mmの高低
差となった． 
















































































図 3-26 80回走行時の路面，粘性土地盤沈下量 
（中詰材：川砂利） 















































図 3-29に2 通りの改修断面を示す．左右対称であるから半断面で示す．粘性土地盤の物性は3.5.5 
粘性土地盤走行実験と同様である． 
A断面は粘性土地盤上にタイヤが通過する箇所に「土のう」を敷設し路盤を構築した．さらに「土








B断面では撒出厚が 100，200，250 mmの時点で木槌により締固めた． 試験前に，時間降水量 40 mm




図 3-29中A 断面，B 断面における10 回走行時の道路横断方向の路面沈下量を図 3-30 (a)に示す．
左右対称であり半断面で示す．10 回走行時にB 断面では，轍深さが約150 mmとなり，車体底部が路
面と接触したため通行不能となり，この時点で実験を終えた．10 回走行時のA 断面での轍深さは50 
mmでB 断面での轍深さの約33.3 %に抑えられている．A 断面ではその後も走行実験を続け，200 回
走行時で轍深さは125 mmとなり，轍形成は100 回走行以降収束傾向にある（図 3-31）．以上をふまえ
現地で施工する際には，A 断面を標準断面として提案する． 
走行試験終了後，川砂利，「土のう」を撤去し路面沈下量計測箇所と同じ平面位置で，粘性土地盤表
面の沈下量を計測した．結果を図 3-30 (b)に示す．A，B 断面で，同走行回数後の粘性土地盤表面の 
図 3-29 道路改修断面 











含水比: 42.0 % 
粘性土 
Unit : mm  




















































ここで図 3-30 (a), (b)において，基準点からの距離が0 から3000 mmの範囲で，各沈下曲線と沈下




















面積 S 路面沈下曲線 
A断面 B断面 
1 1.74 

















図 3-31 轍深さ～走行回数関係 図 3-30 路面・粘性土地盤地表面沈下量(10回走行時) 
基準点からの距離 











































3.6  「土のう」による改修道路の耐久性 
 











図 3-34 80 回走行時の路面沈下量 (a 断面とb 断面) 
a 断面（粘性土地盤上走行実験時断面） b 断面（改修効果比較走行実験時断面） 














 a 断面 




















































































パプアニューギニアは日本の南約 5,000 kmに位置する（図 4-1）．世界で 2番目に大きな島ニュー
ギニア島の東側半分と 600あまりの島々からなる．熱帯性気候に属し，乾季（6月～11月）と雨季（12
月～5月）があり（ただしパプアニューギニア国内でも地域差あり），気温は年間を通してほとんど変






















































































































































































































































































































































































































2） 面積：462,840 km2（日本の約 1.25倍） 




























平均余命 成人識字率 総就学率 一人当たりGDP 
55.7 才 57.3 % 40.7 % 2,543 US$ 
138位(177) 112位(128) 156位(172) 121位(172) 
82.2 才 * 99.0 % * 85.5 % * 29,251 US$ * 
()内は全統計数を示す． 
* : 日本のデータを示す． 
表 4-2 パプアニューギニアの人間開発指標 57) 
52 
4.2.3 地方行政単位 
地方行政単位は中央政府のNational Governmentの下に 20の Province（州），さらに 89のDistrict（県）
に分かれる．国会は各Province から 1名選出されるGovernorと，各District代表のMember of Parliament
の合計 109名で構成される．各Districtは Local Level Government，Ward，Villageから構成される 58)（図 
4-2参照）．各国会議員は政府よりDistrict Road Improvement Program という名目の予算が割り当てら
れており，自分の出身 District 内の道路維持管理に充てることができる．2006年度予算では国家歳出





































































れている．しかし，図 4-3で示されるように，首都 Port Moresby市とこの国一の工業都市である Lae
市間を結ぶ道は無く，幹線道路網でさえ未発達な状態である．既設の道路の維持管理に追われ，新た
なネットワークのための幹線道路の建設は進んでいない． 




















4.3 Kundiawa/Gembogl Districtにおける施工事例 
 
現地在住日本人より，登山に訪れた際の途中の道の状況がひどく，安価で住民自身で実施可能な道
路整備手法はないかと相談を受けた 61)．そこで 2005年 9月に 3日間，パプアニューギニア内陸部（図 
4-3参照）のChimbu Provinceの州都であるKundiawa市の近くの村で，住民らとともに「土のう」に





施工対象道路の様子を図 4-4 に示す．市場のある Kundiawa 市とパプアニューギニア最高峰の Mt. 








































































(c) 施工 3ヶ月後 






















この道沿線には約 80の村があり約 15,000人が暮らしている 58)． タウンに最も近い Yuai村で交通
量調査を実施したところ，時間最大交通量は 14台で，日交通量は 78台であった．交通量より，維持
管理はコミュニティのレベルを超え，地方行政府が積極的に維持管理の責任を負うような主要道路に
位置づけられる 28)．通過車両は 4輪駆動車や 2tトラックが主で，人や荷物を満載し走行している． 
施工区間の作業前の道路断面を図 4-5(a)に，道路状況を示す．道路幅員が 4.30 mと広いため通行
車両のタイヤ走行箇所は一定とならず，0.75 m～0.82 mの幅の広い轍が形成されている．また排水溝
が機能しておらず，轍部分には雨水が溜まり路面は泥濘化しており路床は砂礫質細粒土である．厚さ

















を利用するには積込費用や運搬費がかかる．そこで，施工箇所から約 2 km の距離の河原から，川砂
利を採取し利用することとした．粒度調整はせず，粒径約 40 mm以下のものを目視で判断し使用した．
砂利の値段を河原の地主との交渉により，1 m3あたり 140円とした． 
 
 
項目 単位 日本国内 パプアニューギニア 
名称  輸入土のう 砂糖用 
生産国  中国 パプアニューギニア 
サイズ m 0.60×0.48 0.63×0.46 
重量 g/ 袋 46.0 52.2 
単位面積重量 g/m2 79.9 90.8 
織密度 本/2.54 cm 9 13 
引張強度# kN/m 6.0 14.0 
値段 円/袋 20 26 





道具名 用途 所有状況 
スコップ 掘削，土のう中詰，敷均 村人所有 
バール 掘削 一部村人所有 
ツルハシ 掘削 無 
ブッシュナイフ 草刈，紐切断 村人所有 
一輪車 運搬 無 











施工対象道路の，舗装道路から約 1 km進んだ地点のYuai村（図 4-4 参照）にて作業を始めること
とした．村人たちへ，国道ではあるものの自分達の生活に密着した道路であるので，ボランティアワ
ークとして整備作業に参加するよう呼び掛けた．その結果，3日間の作業期間中，日平均約 40人もの
村人の協力が得られた．Yuai村の人口は 240人であるので，約 16.7 %の参加率である．事前にNational 
Worksのスタッフ，またこのDistrict選出の国会議員には，施工の許可を得るとともに協力を要請した．













表 4-4 使用機材と所有状況 
57 
提案した．ここではこの知見が得られる前の段階での施工であった．  
3日間で「土のう」を約 1,500 袋，川砂利を約 28.0 m3使用し，施工延長は約 36.0 mとなった．施









幅員 3 mの 1車線道路では，幅が狭いためにタイヤ走行箇所はほぼ同じ位置に来る． 
図 4-5 (b)に示す断面で整備した時，道路幅員 3.0 m，延長 1.0 mあたりの資機材費用は表 4-5の
ようになった．ダンプ費用については，全ダンプ費用を施工総延長，36.0 mで除すことで 1.0 mあた














































表 4-5 資機材費用 





















この村で 2005年 9月に第 1 回目の施工を行った際は外国人が来て何かをするというものめずらし
さ， 3 日間という短期間での作業期間であったことから，道路補修に対して住民の参加は得られた．

















写真 4-3 3ヵ月後の路面状況 写真 4-4 3ヵ月後の車両走行状況 
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4.3.5 Kundiawa/Gembogl Districtでの施工事例より得られた知見 
「土のう」による未舗装道路手法による実施工を通して，得られた知見をまとめる．施工方法につ
いての課題は改良し，次の施工対象道路を模索することとした． 
1） 「土のう」による道路整備作業は，人力施工であり開発途上国農村部住民に受け入れられた．  
2） 締固め方法は，踏固めのみでは不十分で，木槌などによる，より丁寧な締固めが必要である． 
3） 幅員 3.0 m（1車線）の整備で，延長 1.0 mあたり，施工費は約 1,500円となったが運搬費を低
減することでさらに工費は下げることができる． 
4） 施工対象道路の全幅員が 3.0 m以上の道路になると，通過車両のタイヤ走行箇所が一定とならな
い．そこで轍部のみを「土のう」で補強した場合，「土のう」敷設箇所へタイヤを誘導する措置
が必要となる．もしくは全断面にわたって「土のう」を敷設し補強する． 




































図 4-6 「土のう」による道路整備断面 
a 断面 b 断面 
表 4-6単位長さ当りの材料費 
材料 単価 数量 小計（円）合計（円） 割合
土のう袋 26円 / 袋 28 袋 728
川砂利 140 円 / m3 1m3 140
868 100
土のう袋 26円 / 袋 53 袋 1,378





















District内の道路にて施工を行うこととした． 2005年 12月に初めてUnggai/Benna Districtを訪れて以




























































市場のあるGoroka市から約 12 kmの距離にあるKerenaga村（図 4-7）にて住民参加で道路整備を
行った．住民意識が高く，本研究で提案する「土のう」による道路整備手法を実践するのにふさわし
い村として国会議員より紹介を受けた．図 4-7中，赤線で表示されるものは未舗装道路である．ここ
























































12.2 7.8 0.0 16.0 22.0 ( % ) 
0.0 0.5 1.0 ( km ) 
No.0 No.5 No.10 
：施工箇所 
：小川 A B C 





















図 4-8 施工対象道路（平面図） 
図 4-9 施工対象道路（縦断図） 





いる（写真 4-6）．村内には車が 4台あり（写真 4-7），一日の交通量は平均 8台～12台である．コー
ヒー豆を中心に，いも，野菜，パイナップルなどを栽培しており（写真4-8）これをGoroka市の市場
で換金して現金収入を得ている． 
主要道路から分岐し，Kerenaga 村へ至る施工対象道路の平面図を図 4-8 に，縦断図を図 4-9 に示
す．施工対象道路は幅員は約 3.0 mで一車線であり，全長は約 1.1 kmである．図 4-9に示すように，
道路全延長の約 80％が勾配 10 %以上，残りの 20 %が勾配 10 %未満となっている．今回は図 4-8，図 















敷設した土のう総数は 1,700袋，採取した川砂利量は約 40.0 m3，日平均 25人が働いた．なお土の
う運搬作業を行った日は女性や子供も総動員し合計 65人もの村人が参画した．全村人口が約 170人で























































ジュート麻 川砂利 厚さ t = 0.03土のう 
図 4-10 道路断面 写真 4-13 施工後の様子 
粘性土 
による被覆 









(a) 土留め壁としての利用 (b) 竹材を利用した地下排水溝 
写真 4-12 作業状況 
図 4-11 「土のう」の土留め壁としての利用と現地材料の有効利用 
写真 4-11 村人が自発的に中詰めした「土のう」 
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ら守るためにジュート麻や石で覆った（図 4-10参照）．施工直後の様子を写真 4-13に示す． 
道路構造以外にも，現地発生の粘性土を中詰めした「土のう」を側溝の土留め壁として利用した（図
4-11 (a) 参照）．ここでは現地の粘性土で土のう表面を被覆し，紫外線の影響を防いだ．また現地材料




除けのために利用したジュート麻などの付帯材料で単価は左右されるが，幅 3 m，長さ 1 mあたり 200 
円から 800円となった． 
ここで，1車線道路を厚さ 5 cmで簡易アスファルト舗装した時の施工単価と比較する．開発途上国
農村部の道路整備費用を記した文献 28）によると，いずれも資機材費込みで路床工では，1 m当り 1,800
円，路盤工は 1,000 円，アスファルト表層工は約 2,800円となり，舗装工としてはあわせて 5,600円と
なる．したがって「土のう」による道路整備手法の単位長さ当りの施工単価は，アスファルト舗装工














































































































































































































































































































































3） 「土のう」による道路整備手法は，幅員 3.0 mの 1車線で日交通量が 10台程度の農村接続道路
の整備に有効である． 
4） 延長 1.0 km程度の農村接続道路で，その突当りに 1つの村が存在する場合はその村の住民参加
が得られやすい． 














世話役 人 1 1
普通作業員 人 6 29
バックホー（運転手付） 日 1
クレーン（運転手付） 日 0.5





















































































































どうかの重要な要素の 1つであることが認識された．例えば図 5-2 (a)に示すように施工対象道路
の沿線に複数の村が存在する場合，市場に近い下流側の村（図 5-2 (a)中 A村）に人々にとって，
上流側の村（図 5-2 (a)中 B村，C村）の人々の通行は通過交通にすぎない．補修により自分たち
だけが便益を被るわけではなく，上流側の村の人々のために道路整備を実施しようというモチベ




















(a) 沿線に複数の村がある場合 (b) 道路突当りに 1つの村がある場合 
























ではなく，効率よく持続的に自己発展性を伴うやり方を模索した．その結果，Mariano Marcos State 
Universityと連携し，「土のう」を用いた学生参加型歩道作成プロジェクトを企画，実行すること

























全国農村部末端まで技術移転を進めることができると考えられる．詳細は 5.4 で述べる． 






















技術移転国 活動形態 カウンター パート 
コミュニティへの 
アクセス 資金 
パプアニューギニア ボランティア 現地国会議員 現地国会議員の ネットワーク 
ボランティア 
国会議員予算 
フィリピン 大学連携 現地大学教員 現地大学の ネットワーク 
現状では 
ボランティア 









フィリピンでは全就業人口のうち約 37 %が農林水産業に従事している 67）．一方，農村部では
住民の半数以上が一日 1ドル以下の生活をする最貧困層である 68)．都市部と農村部で貧困の格差
が激しい．  


















プロジェクトの全体工程を表 5-2 に示す．ここでは，Phase I ~ IVの 4ルートの歩道構築計画の





























5.3.1 Mariano Marcos State University の機構 
Mariano Marcos State University （以下，MMSU）はフィリピン，ルソン島北部の北イルコス州，
Batac 市にある州立大学である．経済，工学，教育，農学などの学部があり，大学院も併設され
ている総合大学である．この地方で最大規模の図書館も有する． 
この大学の組織図を図 5-4に示す．Presidentの下で 3つの組織から成る．Administration, Planning 
& External Linkageは事務局と大学運営計画，学外組織との連携を推進する部署である．海外の大
学や組織と国際的にプログラムを立ち上げ実行している．Academic Affairsは各学部の学生教育，
研究活動を統括する．ここでは Vice President の直下に地域の貧困問題解決を目指す Regional 





































































図 5-4 MMSU の組織図と歩道作成プロジェクト関与部署 
表 5-2 プロジェクトの全体工程 
年月









3つ目は Research, Extension, and Business Affairsである．大学周辺地域の農家の生活レベルの向
上を目的として，様々な分野の研究開発を推進している．バイオ有機農業の普及，果樹品種改良，
ティラピア養殖技術，農産物のマーケティング戦略の指導などを地域の農家へ実施している． 















5.3.2 Mariano Marcos State University 構内における道路整備プロジェクト 
(1) 歩道構築計画 
図 5-5に大学構内の平面図を示す．ここに示すように，College of Arts and Science，College of 
Agriculture and Forestyと環状道路を結ぶ歩道，そして環状道路とAdministration Buildingとを結ぶ，
4ルートの雨季でも通行可能な歩道の建設の要望があった．写真 5-1は乾季で College of Arts and 
Sciences 側から環状道路を見た様子である．すでに歩道用の基礎が掘削されている．この周囲は
水田として土地利用されていた．乾季では水田の地表面上を歩いて行き来することが可能である．





































































写真 5-1 歩道建設箇所 
（College of Arts and Sciences 側から 
環状道路を見た様子） 

























図 5-6 歩道断面図 
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う指示した．その結果，表 5-3に示す，フィリピン国内で生産されているポリエチレン製の袋材
を利用した．なお，ここでは比較のため，日本で一般的に利用される袋材（第 4 章，表 4-3 参照），













表 5-3よりフィリピンで入手した袋材の素材はポリエチレン，単位面積重量は 89.4 g/m2，織密
度は 10 本/2.54 cmであった．同素材の日本で一般的に利用されている袋材とパプアニューギニア




















液性限界と塑性指数との関係を表した塑性図（図 5-771））より，現地地盤の土質はほぼ A線上（Ip 
単位 日本で利用 パプアニューギニア フィリピン
名称 輸入土のう（中国産） 砂糖用 米用
素材 ポリエチレン ポリエチレン ポリエチレン
サイズ m 0.60 × 0.48 0.63 × 0.46 0.62 × 0.46 
重量 ｇ/袋 46.0 52.2 51.0
単位重量 ｇ/m2 79.9 90.8 89.4
織密度 本/2.54 cm 9 13 10
引張強度 kN/m 6 14
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表 5-4 現地地盤データ 
図 5-7 塑性図 71) 















うに 100 kPaとの報告を受けた． 
支持地盤に作用する歩行者荷重，盛土自重を算出する．盛土材となる川砂利の自重を20 kN/m3
とする 72)．土のう袋の自重は川砂利に比べて微小なためここでは無視する．基礎地盤より盛土
天端までは 1.2 m，歩行者荷重が 5.0 kN/m2が作用することから地盤反力は 29.0 kN/m2となる．
これは支持地盤の許容支持力（100 kPa）未満であり安定である． 
2) 「土のう」の破壊に対する検討 
第 3 章 式(1)よりフィリピンで調達した資材により作成された「土のう」の破壊時の荷重を
算出する．そして基礎直下の「土のう」の破壊に対する検討を行う． 



























ここに，T：土のう袋材の引張強度 [kN/m]，B：「土のう」の幅 [m]，H：「土のう」の高さ [m]，
L：「土のう」の奥行き [m]，φ：土のう中詰材の内部摩擦角 [°]である． 
5.3.2(2)で見たようにここで利用した土のう袋の引張強度は 6.0 kN/m以上と考えられる．そ
こで安全側をみて引張強度を日本で利用される袋材と同等とし，6.0 kN/mとする． 
土のう袋の寸法は 46 cm × 62 cmであるが中詰後の「土のう」寸法は，第 3 章，表 3-1 中の

































ここに,Ka：主働土圧係数，γ ：裏込め材単位体積重量 [kN/m3]，z：擁壁の高さ [m]，φ：裏
込め材の内部摩擦角 [°]である． 
次に「土のう」間のすべり（滑動）に対する摩擦抵抗力 Fs は下記式により算出される． 
 
szBsFs φγ tan×××=  (3) 
 
ここに， γ ：中詰材単位体積重量 [kN/m3]，Bs：「土のう」積み擁壁の横幅 [m]，z：擁壁の高
さ [m]，φs：粗い中詰材入り「土のう」間の摩擦角 [°]である． 
図 5-8に示すように，盛土天端から 800 mmの位置（z = 0.8 m）で最大主働土圧が作用する
ので，この位置で「土のう」間の摩擦抵抗力と比較する．裏込め材が川砂利で礫質土であるこ
とから，単位体積重量は 20 kN/m3 ,内部摩擦角φには 35°を代入する 72)．式(2)より主働土圧は，
2.7 kN/mとなる． 
一方，「土のう」間の摩擦抵抗は袋材にプラスチック樹脂の袋を利用し，中詰材に粗い材料を
利用した場合，摩擦角は 31°となる 44)．「土のう」積擁壁の横幅は「土のう」一袋分の 0.4 mと

















のスタッフと調整した．本プロジェクトの Phase Iとして図 5-5 中の College of Arts and Scienceと
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環状道路とを結ぶ約 55 mの歩道を作成した． 
(5) 歩道構築作業の実施工程と施工歩掛 
2月 21日，MMSU主催の Launching Ceremonyより歩道の施工が開始された．Ceremonyでは，
大学の Presidentをはじめ，現地 NGOスタッフ，市長（実際には市長代理），地元テレビ局の取材







5-4 に示す．滞在した 4日間では，「土のう」を約 1,800個を敷設した． 
我々が帰国した後も，プロジェクトスタッフが中心となって作業が継続された．毎週土曜日に
NSTPの学生が午前，午後各々50人から 60人が参加し 4月 10日までに「土のう」7,500個を敷設









費用が約 3 割を占める．材料代のみでは，1 m当り 6,639 円となった．また，材料費やスナック
代，作業員への給与，プロジェクトの開始セレモニー費用なども含めた費用は表 5-7のようにな
っている．このとき歩道 1 m当りの費用は 11,500円となった． 



















































写真 5-3 作業状況 写真 5-4 休憩時の様子 
写真 5-5 歩道完成時の様子 写真 5-6 ネットを利用して被覆 








































表 5-5 実施工程 
表 5-6 材料費集計表 
表 5-7 プロジェクト経費集計表 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
施工日 2/21 2/22 2/23 2/24 3/3 3/10 3/17 3/24 3/31 4/4
学生数（人） 60 40 5 50 60 60 50 50 14 15
作業時間（時間） 3 3 8 6 6 6 9 9 9 8
人・時間累計 180 300 340 640 1,000 1,360 1,810 2,260 2,386 2,506
作業員（人） 3 3 3 3 4 4 4 5 4 4
作業時間（時間） 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8
人・時間累計 24 48 72 96 128 160 192 232 264 296
主な出来高
作成土のう数 380 370 120 930 1,320 1,320 1,525 1,535
作成土のう数累計 380 750 870 1,800 3,120 4,440 5,965 7,500




土のう袋 7,500 袋 21 157,500 43.1
口紐 85 roll 125 10,625 2.9
中詰材（川砂利） 120 m3 570 68,400 18.7
裏込材（川砂利） 60 m3 570 34,200 9.4
パイプ 9 本 2,775 24,975 6.8
ネット 8 m2 1,688 13,500 3.7
セメントブロック 200　個 125 25,000 6.8










ここで表 5-5 より，施工第 8日目までで「土のう」7,500袋を作成，敷設しており，このときま
でに作業に従事した学生，作業員の人・時間の累計は作業員のみが施工に従事した分も含めると





































世話役 人 1 1 1
普通作業員 人 6 37 73
バックホー（運転手付） 日 1
クレーン（運転手付） 日 0.5

































を示す．プロジェクトスタッフがプロジェクト対象 Districtの District Agricultural Officerと連絡を
とることで，既存のネットワークを活かしスムーズに農村コミュニティでの研修や技術移転を行
うことができる． 













































































(1) 概要 75) 
ケニアの農業セクターは GDPの 26 %，外貨獲得の 60 %，雇用の 80 %を占め，国家経済の重要





2004年 3月に農業再活性化戦略 “Strategy for Revitalizing Agriculture”（以下，SRA）を作成した．
その中で両省は，食料安全が重要であることに加え，利益や商業を目的とした農業を勧めていく
ことを目指すとしており，そのために，園芸分野の振興が重要であると位置づけている．園芸分
写真 5-9 ケニアで実施された走行実験の様子 








































図 5-10 プロジェクト対象県 
：プロジェクト対象
District 
1. Trans Nzoia District 
2. Bungoma District 
3. Kisii District 


































表 5-9 にケニアにおけるこれまでの「土のう」による農道整備実施工程を示す．筆者は 2007


































参照）で 3月に 7日間，約 22 mの範囲を「土のう」を利用して整備を行い，その後の経過状況
の確認を行っている． 







2007年 3月末に，Trans Nzoia District内のコミュニティ，農道の現状について調査し，モデル




2007年 6月には Kisii Districtでカウンターパートのみでモデル施工が実施され，「土のう」によ
り約 700 mの道路が整備された．残る対象 Districtにおいても順次実施される予定である． 
今後は，農道以外にも小規模ダムなど他の農村インフラ施設の整備を進める予定である．そし
て研修教材，マニュアルを作成する． 













































PP，PEの両者の性質は表 5-11 に示す 76)．比重は両者とも水より軽い．見た目や触感は類似し





たり重量を基準とし適否の判定を行う．具体的には表 5-10より，織密度が 9本/2.54 cm以上であ
るか，1 m2あたり重量が 80 g以上であることを確認する． 
ケニア産，PP製の袋材の引張強度は乾燥状態で 6.5 kN/mで 3.3 で見たように 4.6 kN/m以上で
あることから「土のう」袋として道路構造に適用できるといえる．耐候性については 5.3.2(2)で
表 5-10 袋材の諸元 
表 5-11 ポリエチレン，ポリプロピレンの物性 76） 
単位 ポリエチレン（PE） ポリプロピレン（PP）
比重 0.94～0.96 0.9
引張強度 N/mm2 20～39 40～45
ヤング率 N/mm2 500～1500 1000～1300
耐熱温度 ℃ 120 105～140
耐候性 強 弱
単位 日本で利用 パプアニューギニア フィリピン ケニア
名称 土のう 砂糖用 米用 穀物用
素材 ポリエチレン ポリエチレン ポリエチレン ポリプロピレン
サイズ m 0.60 × 0.48 0.63 × 0.46 0.62 × 0.46 0.60 × 0.45
重量 ｇ/袋 46.0 52.2 51.0 42.3
単位重量 ｇ/m2 79.9 90.0 89.4 78.3
織密度 本/2.54 cm 9 13 10 10.5
引張強度# kN/m 6 14 6.5



































































図 5-12 に示す．幅員は 6.0 mから 8.0 m，交通量調査を実施したところ日交通量は約 200台で，
サトウキビを運搬するトラクターや乗合バスが通行していた（写真 5-11）．この道路の管理者は


































































ある District road engineerの紹介を受けた業者よりマラムを購入し，施工箇所近くのヤードに仮置
きした．ここで得られたマラムは細粒分が多く粘土質で，一方で 500 mm大の石分も含むもので

















2.6 m 4.4 m 
10.0 m 
写真 5-11 通過車両  写真 5-12 礫が混在した路面 







施工は 2007年 3月 7日より 3月 14日までの 7日間，朝 8時 30分より 17時まで行われた． 
(5)施工内容 
施工断面図を図 5-13 に示す． 
No.1 箇所では図 5-13 (a) に示すように道路中央部で深さ約 35 cm まで掘削し，マラムで中詰
めされた「土のう」に置換した．施工時期は乾季で，地表面より約 10 cmの範囲ではこれまでの
整備で撒きだされた礫とブラックコットンソイルが混合し非常に固くなっており，掘削時には大
変苦労した（写真 5-15）．施工延長は 11.4 mである．道路中央部を車両が走行する傾向があり，
中央部では「土のう」を 3層敷設した．横断排水勾配（5.0 %）を確保するため端部では 2層敷設
した．そして，「土のう」表面を通過車両のタイヤから受ける摩擦と，紫外線から保護するため，











































図 5-13 道路断面図 
単位：m 
A B 
写真 5-15 掘削の様子 
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1. 補修箇所を明示し，所定の深さまで掘削する．  




































(a)「土のう」を等間隔で敷設する． (b) プレートで締固める． 














No.1 施工箇所は，2.5 日間で延長11.4 m の整備を行った．幅員6.0 mであるので施工面積は68.4 
m
2である．各資材の使用数量，施工費用は表5-12 のようになる．ここでは道路幅員が施工箇所で
異なり広いことから単位面積当たりの単価で比較する．1 m2 辺り約1,400円 となった． 
No.2 施工箇所では，4.5 日間で延長10.0 m の整備を行った．ここでは幅員7.0 mであるので施
工面積は70.0 m2である．各資材の使用数量，施工費用は表5-13 のようになる．マラム仮置きヤー
ドから約200 m離れており，作成した「土のう」や間詰材，表層材としてマラムを運搬する必要が





















(e) 最終層敷設，締固める． (f) 表層材撒出し，締固める． 
表 5-12 施工数量（No.1 断面） 
表 5-13 施工数量（No.2 断面） 
項目 単位 単価（円） 数量 合計（円） 割合（%）
土のう袋 枚 22 1,224 26,928 27.8
マラム（運賃込） m3 1,920 22.7 43,584 45.0
労賃 人・日 528 50.0 26,400 27.2
合計 96,912 100.0
項目 単位 単価（円） 数量 合計（円） 割合（%）
土のう袋 枚 22 1,624 35,728 22.3
マラム（運賃込） m3 1,920 40.2 77,184 48.1
労賃 人・日 528 90.0 47,520 29.6





























図 5-14 に示すように Kericho Districtでの No.1，No.2施工断面では置換層が厚いためその掘削
に人力施工で労賃がかかっていること，中詰材，間詰材，表層材に利用したマラムが 1 m3 当り
1,920円と高価であることからこのように大きくコストがかかったと考えられる． 
No.2施工断面の施工単価は 2,300円であり，図 5-14 (d)に示すような簡易アスファルト舗装工


















































(a) No.1 施工断面 





















その後雨季に入り，施工終了から約一ヵ月後，4 月18 日に再度施工箇所を訪れた．写真5-19 (a)





























































写真 5-19 道路状況（2007 年 4 月 18 日） 
(a) No.1施工箇所 (b) No.2施工箇所 
写真 5-20 道路状況（2007 年 6 月 22 日） 
(a) No.1施工箇所 (b) No.2施工箇所 
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5.4.5 ケニア農村部における「土のう」による住民参加型未舗装道路整備の実践 
図 5-10 に示す Trans Nzoia Districtにおいて，「土のう」による農道整備のモデル施工を行った．






















図 5-15 モデル施工実施箇所（Trans Nzoia District） 
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(1) 施工準備 
図5-16に示すような舗装道路より約 8 kmの位置に存在するWaitaluk Locationの保健センターにて
集会を開き，カウンターパートにより本プロジェクトのコンセプトが説明された．District Agricultural 




ョートカットの道が施工対象道路となった．施工対象道路の延長は 3 kmから 5 kmであるが，トラフ






施工箇所 Aでは最寄のマラム採取場からの距離が約 1 km，施工箇所 Bでは約 2 km，施工箇所 C
では約 0.6 kmであり，マラムの運搬にはトラクターを利用した．Waitaluk Location内のトラクターの
オーナーからレンタルした．マラムの採取に際しては，各採取場の地主から購入した．これらの調達，












































































(a) 施工前 (b) 降雨時の様子 
写真 5-21 施工前 






0.3  現地発生土  
マラム t = 0.05  








⑤ 土のう表面をマラムで厚さ 5 cmとなるように被覆，締固め 
「土のう」中詰材量の調整方法は Kericho District での施工と同様である．締固めについては写真 
5-24に示すような道具を作成し利用した． 






























写真 5-23 側溝掘削状況 写真 5-24 土のう作成，締固め道具 
写真 5-25 側溝に流れる排水と畑への水路（案） 
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2) 施工箇所B 
写真 5-26, 写真5-27に施工前後の様子，図5-18に道路断面を示す． 










e) 掘削整形された轍箇所に「土のう」を敷設（2層から 3層），締固め（写真5-29） 
f) 「土のう」間隙間を間詰（写真5-30） 
g) 「土のう」表面を厚さ 5 cmとなるようマラムで被覆（写真5-31） 
 





























マラム t = 0.05  
単位: m  
側溝  マラムを中詰した「土のう」 








































写真 5-28 轍箇所掘削状況 写真 5-29 土のう敷設，締固め 













































写真 5-33 マラム積込状況 
単位 施工箇所A 施工箇所B
幅員 m 3.0 4.5
縦断勾配 % 12以下 0
路床土質 ローム ブラックコットンソイル





コスト 円/m 210 540
1日当り施工延長 m/日 40 20
作業人数 人/日 15 15
作業時間 時間 7 7


























表 5-14より施工断面Aで単位長さあたり 210円，一日 15人の作業人数が 7時間労働で 40 mの施
工が可能である．また表5-15より 40 mあたり，つまり一日あたり使用する材料は土のう袋が 200袋，
口紐用サイザル紐 1ロール，マラムが 9トン，その運搬に 6t用トラクターが 2往復となる． 














表5-15 数量表（施工箇所A, L = 40 m） 
表5-16 数量表（施工箇所B, L = 20 m） 
単価 単位
土のう袋 22 円/袋 200 4,400 48.4
サイザル紐 290 円/ロール 1 290 3.2
マラム 240 円/ton 9 2,160 23.8




土のう袋 22 円/袋 250 5,500 50.4
サイザル紐 290 円/ロール 1 290 2.7
マラム 240 円/ton 12 2,880 26.4




















コミュニティの情勢に詳しい，Division staffや Extension staff らとともにこの点について協議し，協
力体制を構築するのにキーパーソンとなるような地域のリーダーを通して合意形成を図ることとする． 
(6)「土のう」による農道整備を通した農民組織活性化事例 




モデル施工終了から約 1 ヵ月後，その橋が写真 5-37 のように改修されている様子が報告された．
聞取り調査によると，施工箇所Cで作業に従事したグループのリーダーが中心となって，材木 10本，













写真 5-36 破損している橋 写真 5-37 補修された橋 





















2) 施工費用は幅員 3.0 mから 4.5 mで延長 1 mあたり 210円から 540円となった．土のう袋代が施





人々を指導しながら「土のう」を利用して 700 mの道路整備が行われた． 
6）JICAの農業開発プロジェクトの中で「土のう」による農道整備手法の技術移転を進めたことで，

























にまとめた．土のう袋代は 1枚 22円とし，幅員 1車線で路床は雨季には通行性が失われるような軟弱
地盤を想定している．表中，中詰材料の値段はケニアでの調査結果より設定している． 





























































































































































































































































































































































から 4.5 mで延長 1.0 mあたり，210円から 540円となり，土のう袋代が施工費の 50 %，中詰材，運
搬費が各々約 20 %となった． 
今回の施工を通してカウンターパートへ技術移転を進めたところ，自分たちでプロジェクト対象農
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